
為替週間展望＝ドル円はもみ合いながら上値を追う展開か

　　　　　　　　　　［７月２７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 20 日～ 7 月 24 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  162.43   163.99(23)    162.22(20)    163.78   +1.38

ユーロ・ドル  1.1438   1.1450(20)    1.1364(23)    1.1385   -0.0054

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    64,611.15     +470.03     日本10年債利回り   2.822   +0.123

ダウ平均株価    51,711.65     -434.77     米10年債利回り     4.693   +0.146

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２７日　日本５月景気動向指数改定値

　　　　独７月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米６月耐久財受注速報値

２８日　米５月住宅価格指数、米５月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米７月消費者信頼感指数

２９日　豪６月消費者物価指数、豪第２四半期消費者物価指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）政策金利

　　　　ウォーシュＦＲＢ議長記者会見

３０日　豪６月住宅建設許可件数

　　　　スイス７月ＫＯＦ先行指数

　　　　ユーロ圏第２四半期ＧＤＰ速報値、ユーロ圏６月雇用統計

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　独７月消費者物価指数速報値

　　　　米６月個人所得・個人支出、米新規失業保険申請件数

　　　　米６月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数

　　　　米第２四半期ＧＤＰ速報値

３１日　７月東京都区部消費者物価指数

　　　　日本６月雇用統計、日本６月有効求人倍率

　　　　日本６月小売業販売額、日本６月鉱工業生産指数速報値

　　　　豪第２四半期生産者物価指数

　　　　中国７月製造業ＰＭＩ

　　　　日銀金融政策決定会合（３０～３１日）政策金利

　　　　植田日銀総裁記者会見

　　　　スイス６月小売売上高

　　　　独７月雇用統計

　　　　ユーロ圏７月消費者物価指数速報値

　　　　カナダ５月ＧＤＰ

　　　　米第２四半期雇用コスト指数

　　　　米７月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米７月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は底堅い動きが継続するとみられる。上昇した場合は７月１

日の高値（１６２．８４円）を試す可能性がある。ただ、ここに迫るか超えてくるよう

だと、日本の金融当局による為替介入への警戒感が高まり、上値を抑えられそうだ。こ

うした中、ドル円は高値圏で一進一退の推移が続くとした。

　　　　

【ドル円は上昇傾向が続く】
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　米国とイランの対立激化を背景に原油価格は上昇が続いている。これが有事のドル買

いにつながっている。２１日のＮＹ市場では、地政学リスクの高まりや米長期金利の上

昇などからドル買いが優勢となり、ドル円は１６３．２０台まで上昇して、１９８６年

以来の高値圏まで上値を伸ばした。

　　

　２３日には米国とイランの軍事衝突がエスカレートする中、原油価格が９１ドル台ま

で上昇した。さらに米新規失業保険申請件数が市場予想（２１．２万件）を下回る１

８．７万件となり、かなりの低水準（雇用の堅調を示す）となったことで、ドル買いの

動きが広がった。さらに原油高の継続や米長期金利の上昇もあり、ドル円は１６３．９

０台まで一段と上値を伸ばした。

　　

【ＦＯＭＣでは政策金利は据え置きか】

　７月２７日の週に予定される日米の経済指標やイベントには、２７日の米６月耐久財

受注速報値、２８日の米７月消費者信頼感指数、２９日の米連邦公開市場委員会（ＦＯ

ＭＣ、２８～２９日）政策金利の発表とウォーシュＦＲＢ議長記者会見、３０日の米新

規失業保険申請件数、米６月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数、米第２四半期ＧＤＰ速

報値がある。また、３１日の７月東京都区部消費者物価指数、日本６月雇用統計、日本

６月有効求人倍率、日銀金融政策決定会合（３０～３１日）政策金利の発表や植田日銀

総裁の記者会見、米７月シカゴ購買部協会景気指数、米７月ミシガン大学消費者信頼感

指数確報値など多くの重要イベントが控えている。

　　

　２８～２９日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、政策金利の据え置きが見込

まれている。声明やウォーシュ議長の発言で、今後の利上げ観測に変化を与えるような

内容になるかが注目される。原油高を背景に利上げに前向きなタカ派姿勢が強調される

ようなら、一段とドル買いが加速する可能性がありそうだ。

　　

　７月に入り発表された６月の米消費者物価指数や米生産者物価指数は市場予想を下回

り、早期の利上げ観測は一時後退した。ただ、米国とイランの対立の深刻化による原油

価格の再上昇を背景に年内１回ないしは２回の利上げが行われるとの見方が広がってい

る。中東情勢や原油価格の動向次第で、今後の利上げ見通しは変化していくものとみら

れる。

　　

　なお、米経済指標の動向にも注目したい。３０日には米新規失業保険申請件数や米６

月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数、米第２四半期ＧＤＰ速報値など重要指標の発表が

相次ぐ。好調な結果となればドル買いにつながる一方、予想を下回るようならドル売り

に傾く可能性も出てきそうだ。

　　

　３０～３１日の日銀金融政策決定会合でも政策金利は据え置きとなる可能性が高い。

日銀は６月の会合で政策金利を引き上げたばかりであり、前回の利上げが経済に与える

影響を見極めるタイミングとみられる。また、今回の会合と同時に発表される「経済・

物価情勢の展望（展望レポート）」にも注目が集まる。人工知能（ＡＩ）関連需要の拡

大を背景に今年度の実質ＧＤＰ成長率が前回の＋０．５％から上方修正されるとの観測

が広がっている。

　　

　中東情勢の緊迫化による原油価格の上昇や、足元の円安に伴う輸入物価の上昇など、

インフレが想定以上に加速するリスクへの警戒感が高まっており、日銀が今後も利上げ

を継続する姿勢を示すかが注目される。こうした中、市場では次の利上げがいつになる

のかが最大の関心事となっており、今後の追加利上げに向けたヒントが植田総裁の記者

会見で示されるかに注目が集まりそうだ。

　　

　米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は年内に１～２回程度の利上げに動くとみられてい

るほか、一方で日銀も年内に１回程度の利上げが見込まれている。ただ、米１０年債利

回りは上昇傾向にあり、日米の金利差拡大や有事のドル買いによるドルの堅調さなどを

背景にドル円はもみ合いながら上値を追う展開となりそうだ。なお、日本の金融当局に

よるドル売り円買い介入には警戒が必要となる。目先の予想レンジは１６０．００～１

６５．５０円。

　　

【ＥＣＢ理事会では政策金利は据え置き】

　２３日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、政策金利は市場予想通りに据え置きと



なった。６月に０．２５％の利上げを実施しており、今回はこの影響を見極めるタイミ

ングとみられていた。年内は９月、１０月、１２月のどこかで２回程度の利上げが見込

まれている。

　　

　理事会後の記者会見でラガルド総裁は、「紛争が主要な不確実性の要因」としたほ

か、「経済成長に対するリスクは下振れ傾向にある」と言及。「エネルギーインフレに

より、インフレ率は２０２７年前半にかけて目標を大幅に上回る状態が続く可能性が高

い」などと述べた。

　　

　ユーロドルは１．１４を割り込み、１．１３台に下落している。中東情勢の緊迫化に

伴うドル買いの動きがユーロドルの上値の重い展開につながっている。ドルの堅調な流

れが続く中、戻りの動きは限定的となり、ユーロドルは軟調な推移が続くこととなりそ

うだ。目先の予想レンジは１．１２００～１．１４８０ドル。

　　

　３０日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）では政策金利の据え置きが見込まれているもの

の、年内に２回程度の利上げへと動く見方が根強い。前回（６月１８日）のＭＰＣでは

票割れが７対２となり据え置きを決定したが（２名は利上げを主張）、原油高が継続す

る中、今回の票割れがどうなるかが注目される。また、今回は景気や物価の予測（金融

政策報告）の発表および総裁による記者会見の行われる回となっており、今後の物価動

向や政策金利の先行きに関してどのような見解が示されるかが焦点となる。

　　

　ユーロドルと同様にポンドドルも、ドルの堅調さを背景に上値の重い展開が続いてい

る。一時１．３５５０台まで上値を伸ばしたものの、その後は１．３２台まで下落し

た。テクニカル的には、５日移動平均線を割り込んだ後は同線に上値を抑えられている

ほか、２１日移動平均線も下に抜けており、軟調な推移が継続するとみられる。目先の

予想レンジは１．３１５０～１．３４５０ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、２７日の独７月ＩＦＯ景況感指数、

２９日の豪６月および第２四半期の消費者物価指数が注目される。また、３０日には豪

６月住宅建設許可件数、スイス７月ＫＯＦ先行指数、ユーロ圏第２四半期ＧＤＰ速報値

やユーロ圏６月雇用統計、英中銀（ＢＯＥ）の政策金利、独７月消費者物価指数速報値

の発表が集中する。続く３１日も豪第２四半期生産者物価指数、中国７月製造業ＰＭ

Ｉ、独７月雇用統計、ユーロ圏７月消費者物価指数速報値などの発表が予定されてい

る。
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